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港湾における中古自動車等に関する放射線検査の取扱いについて（周知依頼） 

東日本大震災に伴う東京電力ホールディングス株式会社福島第一原子力発電所（以下「福島第

一原発」という。）の事故の影響により、港湾で輸出予定の中古自動車から、高線量の放射線量が

検知されるなどの事案を受け、港湾荷役の対象となるすべての中古自動車・中古建機等（以下

「中古自動車等」という。）における放射線検査（放射線量を測定するための検査をいう。以下同

じ。）等の対策が港湾関係者により措置された。

一方で、東日本大震災の発災以降、政府は、東日本大震災復興基本法（平成２３年法律第７６

号。以下「法」という。）第３条による基本方針に基づき、様々な復興施策を講じてきたところで

あり、引き続き、復興の進捗状況に応じたきめ細やかな対応が必要ではあるものの、被災地の

方々の絶え間ない御努力により着実に復興が前進している。 

こうした中、福島第一原発の事故から１３年を超える歳月が経過し、福島第一原発の周辺地域

において放射線量が低下していること、公表されている港湾における放射線測定結果及び放射線

検査を実施している事業者への調査結果からは５．０マイクロシーベルト／時（国土交通省が定

める「港湾における輸出コンテナの放射線測定のためのガイドライン」で示されている「通報基

準値」）以上の中古自動車等が直近約３年間（２０２２年１月から２０２４年１１月）で確認され

ていないこと、港湾における放射線検査に関連した訴訟での判決内容並びに食品等への諸外国・

地域での輸入規制措置の撤廃に関する状況等、福島第一原発の事故直後から状況が変化している

中で、港湾における中古自動車等への放射線検査については、依然として事故直後と同様に実施

されている。 

昨年３月には、法第３条の規定に基づき、「第２期復興・創生期間」以降における東日本大震災

からの復興の基本方針（以下「基本方針」という。）の変更が行われたところであるが（令和６年

３月１９日閣議決定）、変更後の基本方針１．（２）⑦に「風評払拭・リスクコミュニケーション

の推進」が改めて位置づけられた。港湾における放射線検査についても基本方針に基づき、令和

６年１１月２５日、２６日及び１２月２日に、風評払拭・リスクコミュニケーションの推進に資

する取組として、港湾における中古自動車等の放射線の状況等に関する説明会を経済産業省及び

国土交通省で共催し、経済産業省及び東京電力ホールディングス株式会社より、福島第一原発の

周辺地域における放射線量が低下していること、公表されている港湾における放射線測定結果か
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らは高線量の中古自動車等が近年確認されていないこと、港湾における放射線検査に関連した訴

訟での判決内容、食品等への諸外国・地域の輸入規制措置の撤廃に関する状況等について説明し

た。当該説明会においては、港湾における放射線検査が実施されていることについての疑問及び

放射線検査の必要性を問う質問等が寄せられたところである。 

なお、当該説明会等の情報については、経済産業省及び国土交通省のウェブサイトにおいて公

表している（別添１～３）。 

これらの状況の変化を踏まえ、輸出先国等からの放射線検査又は放射線検査証明書の添付の要

求がある場合に限り放射線検査を実施するなど適切な措置が講じられるよう、港湾運送事業者に

対し要請することとしたので、貴会におかれては、傘下の港湾運送事業者に対し、周知いただく

ようお願いする。また、周知を受けた港湾運送事業者におかれては、本要請の趣旨を踏まえ、適

切に御対応いただくようお願いする。 



放射線の状況等について

令和６年１２月

経済産業省

原子力損害対応室

別添１





福島県内の放射線量の推移

2011年11月時点の線量分布
※黒枠囲いのエリアは帰還困難区域

出典：2011年12月16日文部科学省「文部科学省による第4次航
空機モニタリングの測定結果について」に基づき支援T作成

2023年11月時点の線量分布
※黒枠囲いのエリアは帰還困難区域

12
年
後

出典：2024年2月22日原子力規制委員会「福島県及びその近隣県
における航空機モニタリングの結果について」に基づき支援T作成
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規制措置の内容／国・地域数
49規制措置を撤廃した国・地域

事故後に
輸入規制
を措置
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１一部の都県を対象に輸入停止※（水産物以外）
全ての都道府県を対象に水産物を輸入停止

輸入規制を
継続して措置

１一部の都県を対象に検査証明書を要求（水産物以外）
全ての都道府県を対象に水産物を輸入停止

3一部の都県を対象に輸入停止※

1一部の県を対象に検査証明書を要求

55計

＜最近の規制撤廃・緩和の例＞
2024年 9月 台湾（輸入規制措置を更に緩和）

5月 仏領ポリネシア（規制撤廃）
2023年 8月 EU、ノルウェー、アイスランド、

スイス、リヒテンシュタイン（規制撤廃）
2022年 7月 インドネシア（規制撤廃）

6月 英国（規制撤廃）
2月 台湾（輸入停止の対象品目の大幅縮小）

2021年 9月 米国（規制撤廃）
5月 シンガポール（規制撤廃）
3月 仏領ポリネシア（検査証明書等の対象品目縮小）
1月 イスラエル（規制撤廃）

※輸入停止の対象となる都県以外に対しては検査証明書を要求する場合がある

諸外国・地域の食品等の輸入規制の状況（2024年11月1日時点）
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ご清聴 ありがとうございました
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港湾における中古自動車等の放射線の状況等について

令和６年１２月
東京電力ホールディングス株式会社

別添２



１．中古自動車等の荷役取扱における放射線の状況等について















２．裁判例からみる中古自動車等荷役取扱の放射線検査
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• 科学的知見等※に照らせば、20mSv/yの被ばくで直ちにそれが健康に被害を与
えることを認め得るものではない。

※ 平成23年４月、独立行政法人放射線医学総合研究所（当時）により、
100mSv/yより低い線量では、がん死亡のリスクは増加が統計学的に検出さ
れないことが公表された。
平成23年12月には、国のワーキンググループ報告書にて、20mSv/yの被ば
くによる健康リスクは、他の発がん要因のリスクと比較して低いこと等が報
告された。など

• 本件原発事故後、国内の主要港で高い放射線量が検出されたものは極めてわず
かであるなど、高い放射線量の中古自動車等が海上運送される可能性は極めて
低いというべき。

判決概要（2017年3月東京地裁判決、2017年9月東京高裁判決【確定】） （2/5）

港湾労働者の安全確保における裁判所の考え方
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• 荷役作業に携わる港湾労働者の健康や安全を確保するという目的のために､全て
の中古自動車等について放射線検査を実施することについては､その必要性､相
当性を認めることはできないものというべき。

判決概要（2017年3月東京地裁判決、2017年9月東京高裁判決【確定】）（3/5）

港湾労働者の安全確保における裁判所の結論

港湾労働者の安全確保における裁判所の考え方
• 独立行政法人原子力安全基盤機構（当時）の報告書において、スクリーニング
(※1)を経て警戒区域から持ち出された車両の整備を担当した整備士の被ばく線
量は356μSv/yと試算され、保守的な評価を行っても1mSv/y(※2)以下であり､
健康上の影響はないと判断される旨の報告等がされているところ、中古自動車
等の船積を行う港湾労働者の被ばく線量が、車両整備士よりも格段に多くなる
とは考え難い。

※1：警戒区域内及び帰還困難区域に所在・立入した車両へ付着した放射性物質の検査を行い基準値超過車両を外に
出さない取組み。

※2：1mSv（1000μSv）
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• 平成23年４月、独立行政法人放射線医学総合研究所により、100mSv/yより低
い線量では、がん死亡のリスクは増加が統計学的に検出されないことが公表さ
れている。

• 平成23年12月に国のワーキンググループ報告書にて、20mSv/yの被ばくによる
健康リスクは他の発がん要因のリスクと比較して低いこと等が報告されたとこ
ろである。

• 14港湾において高線量の放射線量が検出される中古自動車等の台数は、わずか
であることが公表されており、その後、その台数が減少し、極めてわずかに
なっている。

港湾労働者の健康影響への不安除去についての裁判所の考え方

判決概要（2017年3月東京地裁判決、2017年9月東京高裁判決【確定】） （4/5）
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• 放射線検査については、４か月程度実施されたことにより、港湾労働者が海上
運送される中古自動車等の荷役作業に携わったとしても､その健康に影響を与え
るような放射線被ばくに至るとは認められないことが明らかになってきたので
あり､放射線被ばくによる健康への影響について不安を抱くことについても、平
均的・一般的な人を基準にして合理性を認めることは､最早困難となってきたも
のというべき。

• 平成23年12月の時点においては、健康への影響に対する不安を除去するという
目的で、海上運送される全ての中古自動車等について放射線検査を実施するこ
との必要性、相当性はかなりの程度失われていたものと認めるのが相当である｡
そのような状況下においては、検査の在り方自体、再考されてしかるべきもの
であった。

港湾労働者の健康影響への不安除去についての裁判所の結論

判決概要（2017年3月東京地裁判決、2017年9月東京高裁判決【確定】） （5/5）
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• 平成23年9月～同27年末までの検出台数実績
検査台数（1,387,919台）
5μSv/h以上（ 46台：0.003％）
0.3μSv/h以上（7773台：0.56％ ）

川崎港における検出実績

• 公表情報は川崎港の５μSv/h以上の検出台数に限られるが、
平成28年以降は１台のみで、平成30年3月以降は不検出。

• 平成28年1月～令和6年9月末までの検出台数実績。
検査台数（2,046,264台）
5μSv/h以上（1台：0.00004％）

※平成30年2月25日～同年3月3日の検査期間で1台検出、以降は不検出

●判決で考慮された期間（平成23年9月～同27年末）以降の実績

出典：川崎市「川崎港における中古自動車等の測定結果」

●判決で考慮された期間（平成23年9月～同27年末）の実績



ご清聴 ありがとうございました



   

 

令和７年１月 

 

 

国 土 交 通 省 港 湾 経 済 課 

経 済 産 業 省 自 動 車 課 

経済産業省原子力損害対応室 

 

 

中古自動車等の放射線検査結果について 

 

 

港湾における中古自動車等の放射線検査に関し、本検査を実施している５事業者に対

して、2019 年以降の検査結果の提供依頼を行ったところ、５事業者のうち４事業者から

検査台数等について回答がありました。集計結果は以下の通りとなります。 

 

 

（暦年） 2019 年 2020 年 2021 年 2022 年 2023 年 2024 年 

検査台数 705,012 677,549 817,025 802,681 777,431 686,496 

5μ㏜/h 以上の台数  0 0 1 0 0 0 

0.3μ㏜/h 以上 

5μ㏜/h 未満の台数 

42 33 42 31 14 0 

※台数は、輸出及び移出を合わせた数、また、中古自動車及び中古建機等を合わせた数 

※2024 年の台数は、2024 年 11 月末時点。 

 

 

（暦年） 2019 年 2020 年 2021 年 2022 年 2023 年 2024 年 

各年における 0.3μ㏜

/h 以上の検査結果に 

おいて、高い数値の 

上位 5件 

4.89 2.40 5.10 2.17 2.93 ― 

2.44 1.52 2.05 1.40 2.48 ― 

0.97 1.46 1.24 1.20 2.08 ― 

0.77 1.26 0.77 1.05 2.07 ― 

0.68 1.18 0.77 0.73 1.33 ― 

※2024 年の数値は、2024 年 11 月末時点。 

 

 

なお、検査台数等について回答のなかった１事業者からは、「現在、環境及び準備が整

っていないため回答を控えさせて頂きます。」との説明がありました。 
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